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        【 「威迫」という文言を用いている法令と法文 】 

平成 27 年 12 月 11 日 

委員 山 本 健 司 
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＜具体的な法文＞ 
 

１１ 会社法（平成十七年七月二十六日法律第八十六号） 
 
（株主等の権利の行使に関する利益供与の罪） 
第九百七十条 
 第九百六十条第一項第三号から第六号までに掲げる者又はその他の株式会社の使用人が、

株主の権利、当該株式会社に係る適格旧株主（第八百四十七条の二第九項に規定する適格

旧株主をいう。第三項において同じ。）の権利又は当該株式会社の最終完全親会社等（第八

百四十七条の三第一項に規定する最終完全親会社等をいう。第三項において同じ。）の株主

の権利の行使に関し、当該株式会社又はその子会社の計算において財産上の利益を供与し

たときは、三年以下の懲役又は三百万円以下の罰金に処する。 
２ 情を知って、前項の利益の供与を受け、又は第三者にこれを供与させた者も、同項と

同様とする。 
３ 株主の権利、株式会社に係る適格旧株主の権利又は株式会社の最終完全親会社等の株

主の権利の行使に関し、当該株式会社又はその子会社の計算において第一項の利益を自己

又は第三者に供与することを同項に規定する者に要求した者も、同項と同様とする。 
４ 前二項の罪を犯した者が、その実行について第一項に規定する者に対し◆威迫◆の行

為をしたときは、五年以下の懲役又は五百万円以下の罰金に処する。 
５ 前三項の罪を犯した者には、情状により、懲役及び罰金を併科することができる。 
６ 第一項の罪を犯した者が自首したときは、その刑を減軽し、又は免除することができ

る。 
 
１４ 裁判員の参加する刑事裁判に関する法律（平成十六年五月二十八日法律第六十三号） 
 
（裁判員等に対する◆威迫◆罪） 
第百七条 
 被告事件に関し、当該被告事件の審判に係る職務を行う裁判員若しくは補充裁判員若し

くはこれらの職にあった者又はその親族に対し、面会、文書の送付、電話をかけることそ

の他のいかなる方法をもってするかを問わず、◆威迫◆の行為をした者は、二年以下の懲

役又は二十万円以下の罰金に処する。 
２ 被告事件に関し、当該被告事件の審判に係る職務を行う裁判員若しくは補充裁判員の

選任のために選定された裁判員候補者若しくは当該裁判員若しくは補充裁判員の職務を行

うべき選任予定裁判員又はその親族に対し、面会、文書の送付、電話をかけることその他

のいかなる方法をもってするかを問わず、◆威迫◆の行為をした者も、前項と同様とする。 
 
１５ 破産法（平成十六年六月二日法律第七十五号） 
 
（破産者等に対する面会強請等の罪） 
第二百七十五条 
 破産者（個人である破産者に限り、相続財産の破産にあっては、相続人。以下この条に

おいて同じ。）又はその親族その他の者に破産債権（免責手続の終了後にあっては、免責さ

れたものに限る。以下この条において同じ。）を弁済させ、又は破産債権につき破産者の親

族その他の者に保証をさせる目的で、破産者又はその親族その他の者に対し、面会を強請

し、又は強談◆威迫◆の行為をした者は、三年以下の懲役若しくは三百万円以下の罰金に

処し、又はこれを併科する。 
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１７ 民事再生法（平成十一年十二月二十二日法律第二百二十五号） 
 
（再生債務者等に対する面会強請等の罪） 
第二百六十三条 
 再生債務者（個人である再生債務者に限る。以下この条において同じ。）又はその親族そ

の他の者に再生債権（再生手続が再生計画認可の決定の確定後に終了した後にあっては、

免責されたものに限る。以下この条において同じ。）を再生計画の定めるところによらずに

弁済させ、又は再生債権につき再生債務者の親族その他の者に保証をさせる目的で、再生

債務者又はその親族その他の者に対し、面会を強請し、又は強談◆威迫◆の行為をした者

は、三年以下の懲役若しくは三百万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 
 
２１ 保険業法（平成七年六月七日法律第百五号） 
 
（株主等の権利の行使に関する利益供与の罪） 
第三百三十一条 
 保険会社等の保険管理人又は第三百二十二条第一項第四号から第七号までに掲げる者若

しくはその他の相互会社の使用人が、株主若しくは社員若しくは総代の権利又は当該保険

会社等（株式会社に限る。）に係る適格旧株主（会社法第八百四十七条の二第九項（第九十

六条の四の二において準用する場合を含む。）及び第九十六条の四において準用する同法第

八百四十七条の四第二項に規定する適格旧株主をいう。第三項において同じ。）の権利の行

使に関し、保険会社等又はその子会社（同法第二条第三号に規定する子会社（保険会社等

が相互会社であるときは、その実質子会社）をいう。以下この項及び第三項において同じ。）

の計算において財産上の利益を供与したときは、三年以下の懲役又は三百万円以下の罰金

に処する。保険会社等（株式会社に限る。以下この項において同じ。）における同法第九百

六十条第一項第三号から第六号までに掲げる者又はその他の当該保険会社等の使用人が、

当該保険会社等に係る適格旧株主（第九十六条の四において準用する同法第八百四十七条

の四第二項又は第九十六条の四の二において準用する同法第八百四十七条の二第九項に規

定する適格旧株主をいう。）の権利の行使に関し、当該保険会社等又はその子会社の計算に

おいて財産上の利益を供与したときも、同様とする。 
２ 情を知って、前項の利益の供与を受け、又は第三者にこれを供与させた者も、同項と

同様とする。 
３ 株主若しくは社員若しくは総代の権利又は保険会社等（株式会社に限る。）に係る適格

旧株主の権利の行使に関し、保険会社等又はその子会社の計算において第一項の利益を自

己又は第三者に供与することを同項に規定する者に要求した者も、同項と同様とする。 
４ 前二項の罪を犯した者が、その実行について第一項に規定する者に対し◆威迫◆の行

為をしたときは、五年以下の懲役又は五百万円以下の罰金に処する。 
５ 前三項の罪を犯した者には、情状により、懲役及び罰金を併科することができる。 
６ 第一項の罪を犯した者が自首したときは、その刑を減軽し、又は免除することができ

る。 
 

  



内閣府消費者委員会 
消費者契約法専門調査会・第２３回会議 

4 
 

２７ 貸金業法（昭和五十八年五月十三日法律第三十二号） 
 
（取立て行為の規制） 
第二十一条 
 貸金業を営む者又は貸金業を営む者の貸付けの契約に基づく債権の取立てについて貸金

業を営む者その他の者から委託を受けた者は、貸付けの契約に基づく債権の取立てをする

に当たつて、人を◆威迫◆し、又は次に掲げる言動その他の人の私生活若しくは業務の平

穏を害するような言動をしてはならない。 
一 正当な理由がないのに、社会通念に照らし不適当と認められる時間帯として内閣府令

で定める時間帯に、債務者等に電話をかけ、若しくはファクシミリ装置を用いて送信し、

又は債務者等の居宅を訪問すること。 
二 債務者等が弁済し、又は連絡し、若しくは連絡を受ける時期を申し出た場合において、

その申出が社会通念に照らし相当であると認められないことその他の正当な理由がないの

に、前号に規定する内閣府令で定める時間帯以外の時間帯に、債務者等に電話をかけ、若

しくはファクシミリ装置を用いて送信し、又は債務者等の居宅を訪問すること。 
三 正当な理由がないのに、債務者等の勤務先その他の居宅以外の場所に電話をかけ、電

報を送達し、若しくはファクシミリ装置を用いて送信し、又は債務者等の勤務先その他の

居宅以外の場所を訪問すること。 
四 債務者等の居宅又は勤務先その他の債務者等を訪問した場所において、債務者等から

当該場所から退去すべき旨の意思を示されたにもかかわらず、当該場所から退去しないこ

と。 
五 はり紙、立看板その他何らの方法をもつてするを問わず、債務者の借入れに関する事

実その他債務者等の私生活に関する事実を債務者等以外の者に明らかにすること。 
六 債務者等に対し、債務者等以外の者からの金銭の借入れその他これに類する方法によ

り貸付けの契約に基づく債務の弁済資金を調達することを要求すること。 
七 債務者等以外の者に対し、債務者等に代わつて債務を弁済することを要求すること。 
八 債務者等以外の者が債務者等の居所又は連絡先を知らせることその他の債権の取立て

に協力することを拒否している場合において、更に債権の取立てに協力することを要求す

ること。 
九 債務者等が、貸付けの契約に基づく債権に係る債務の処理を弁護士若しくは弁護士法

人若しくは司法書士若しくは司法書士法人（以下この号において「弁護士等」という。）に

委託し、又はその処理のため必要な裁判所における民事事件に関する手続をとり、弁護士

等又は裁判所から書面によりその旨の通知があつた場合において、正当な理由がないのに、

債務者等に対し、電話をかけ、電報を送達し、若しくはファクシミリ装置を用いて送信し、

又は訪問する方法により、当該債務を弁済することを要求し、これに対し債務者等から直

接要求しないよう求められたにもかかわらず、更にこれらの方法で当該債務を弁済するこ

とを要求すること。 
十 債務者等に対し、前各号（第六号を除く。）のいずれかに掲げる言動をすることを告げ

ること。 
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２８ 特定商取引に関する法律（昭和五十一年六月四日法律第五十七号） 
 
（禁止行為） 
第六条 
 販売業者又は役務提供事業者は、訪問販売に係る売買契約若しくは役務提供契約の締結

について勧誘をするに際し、又は訪問販売に係る売買契約若しくは役務提供契約の申込み

の撤回若しくは解除を妨げるため、次の事項につき、不実のことを告げる行為をしてはな

らない。 
一 商品の種類及びその性能若しくは品質又は権利若しくは役務の種類及びこれらの内容

その他これらに類するものとして主務省令で定める事項 
二 商品若しくは権利の販売価格又は役務の対価 
三 商品若しくは権利の代金又は役務の対価の支払の時期及び方法 
四 商品の引渡時期若しくは権利の移転時期又は役務の提供時期 
五 当該売買契約若しくは当該役務提供契約の申込みの撤回又は当該売買契約若しくは当

該役務提供契約の解除に関する事項（第九条第一項から第七項までの規定に関する事項（第

二十六条第三項又は第四項の規定の適用がある場合にあつては、同条第三項又は第四項の

規定に関する事項を含む。）を含む。） 
六 顧客が当該売買契約又は当該役務提供契約の締結を必要とする事情に関する事項 
七 前各号に掲げるもののほか、当該売買契約又は当該役務提供契約に関する事項であつ

て、顧客又は購入者若しくは役務の提供を受ける者の判断に影響を及ぼすこととなる重要

なもの 
２ 販売業者又は役務提供事業者は、訪問販売に係る売買契約又は役務提供契約の締結に

ついて勧誘をするに際し、前項第一号から第五号までに掲げる事項につき、故意に事実を

告げない行為をしてはならない。 
３ 販売業者又は役務提供事業者は、訪問販売に係る売買契約若しくは役務提供契約を締

結させ、又は訪問販売に係る売買契約若しくは役務提供契約の申込みの撤回若しくは解除

を妨げるため、人を◆威迫◆して困惑させてはならない。 
４ 販売業者又は役務提供事業者は、訪問販売に係る売買契約又は役務提供契約の締結に

ついて勧誘をするためのものであることを告げずに営業所等以外の場所において呼び止め

て同行させることその他政令で定める方法により誘引した者に対し、公衆の出入りする場

所以外の場所において、当該売買契約又は当該役務提供契約の締結について勧誘をしては

ならない。 
 
 
３０ 割賦販売法（昭和三十六年七月一日法律第百五十九号） 
 
（個別信用購入あつせん関係受領契約の申込みの撤回等） 
第三十五条の三の十 
 次の各号に掲げる場合において、当該各号に定める者（以下この条において「申込者等」

という。）は、書面により、申込みの撤回等（次の各号の個別信用購入あつせん関係販売契

約若しくは個別信用購入あつせん関係役務提供契約に係る個別信用購入あつせん関係受領

契約の申込みの撤回又は次の各号の個別信用購入あつせん関係販売契約若しくは個別信用

購入あつせん関係役務提供契約に係る個別信用購入あつせん関係受領契約の解除をいう。

以下この条において同じ。）を行うことができる。ただし、前条第三項の書面を受領した日

（その日前に同条第一項の書面を受領した場合にあつては、当該書面を受領した日）から

起算して八日を経過したとき（申込者等が、個別信用購入あつせん関係販売業者若しくは
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個別信用購入あつせん関係役務提供事業者若しくは個別信用購入あつせん業者が個別信用

購入あつせん関係販売契約若しくは個別信用購入あつせん関係役務提供契約に係る個別信

用購入あつせん関係受領契約の締結について勧誘をするに際し、若しくは申込みの撤回等

を妨げるため、申込みの撤回等に関する事項につき不実のことを告げる行為をしたことに

より当該告げられた内容が事実であるとの誤認をし、又は個別信用購入あつせん関係販売

業者若しくは個別信用購入あつせん関係役務提供事業者若しくは個別信用購入あつせん業

者が個別信用購入あつせん関係販売契約若しくは個別信用購入あつせん関係役務提供契約

に係る個別信用購入あつせん関係受領契約を締結させ、若しくは申込みの撤回等を妨げる

ため、◆威迫◆したことにより困惑し、これらによつて当該期間を経過するまでに申込み

の撤回等を行わなかつた場合には、当該申込者等が、当該個別信用購入あつせん関係販売

業者若しくは当該個別信用購入あつせん関係役務提供事業者又は当該個別信用購入あつせ

ん業者が経済産業省令・内閣府令で定めるところにより申込みの撤回等を行うことができ

る旨を記載して交付した書面を受領した日から起算して八日を経過したとき）は、この限

りでない。 
一 個別信用購入あつせん関係販売業者又は個別信用購入あつせん関係役務提供事業者が

営業所等以外の場所において個別信用購入あつせん関係販売契約又は個別信用購入あつせ

ん関係役務提供契約の申込みを受けた場合 当該申込みをした者 
二 個別信用購入あつせん関係販売業者又は個別信用購入あつせん関係役務提供事業者が

営業所等において個別信用購入あつせん関係特定顧客から個別信用購入あつせん関係販売

契約又は個別信用購入あつせん関係役務提供契約の申込みを受けた場合 当該申込みをし

た者 
三 個別信用購入あつせん関係販売業者又は個別信用購入あつせん関係役務提供事業者が

個別信用購入あつせん関係電話勧誘顧客から当該個別信用購入あつせん関係販売契約又は

当該個別信用購入あつせん関係役務提供契約の申込みを郵便等により受けた場合 当該申

込みをした者 
四 個別信用購入あつせん関係販売業者又は個別信用購入あつせん関係役務提供事業者が

営業所等以外の場所において個別信用購入あつせん関係販売契約又は個別信用購入あつせ

ん関係役務提供契約を締結した場合（個別信用購入あつせん関係販売業者又は個別信用購

入あつせん関係役務提供事業者の営業所等において当該契約の申込みを受けた場合を除

く。） 当該契約の相手方 
五 個別信用購入あつせん関係販売業者又は個別信用購入あつせん関係役務提供事業者が

営業所等において個別信用購入あつせん関係特定顧客と個別信用購入あつせん関係販売契

約又は個別信用購入あつせん関係役務提供契約を締結した場合 当該契約の相手方 
六 個別信用購入あつせん関係販売業者又は個別信用購入あつせん関係役務提供事業者が

個別信用購入あつせん関係電話勧誘顧客と当該個別信用購入あつせん関係販売契約又は当

該個別信用購入あつせん関係役務提供契約を郵便等により締結した場合 当該契約の相手

方 
２ 申込みの撤回等は、前項本文の書面を発した時に、その効力を生ずる。 
３ 申込みの撤回等があつた場合においては、個別信用購入あつせん業者は、当該申込み

の撤回等に伴う損害賠償又は違約金の支払を請求することができない。 
４ 個別信用購入あつせん業者は、第一項本文の書面を受領した時には、直ちに、個別信

用購入あつせん関係販売業者又は個別信用購入あつせん関係役務提供事業者にその旨を通

知しなければならない。 
５ 申込者等が申込みの撤回等を行つた場合には、当該申込みの撤回等に係る第一項本文

の書面を発する時において現に効力を有する個別信用購入あつせん関係販売契約若しくは

個別信用購入あつせん関係役務提供契約の申込み又は個別信用購入あつせん関係販売契約
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若しくは個別信用購入あつせん関係役務提供契約は、当該申込者等が当該書面を発した時

に、撤回されたものとみなし、又は解除されたものとみなす。ただし、当該申込者等が当

該書面において反対の意思を表示しているときは、この限りでない。 
６ 前項本文の規定により個別信用購入あつせん関係販売契約若しくは個別信用購入あつ

せん関係役務提供契約の申込みが撤回され、又は個別信用購入あつせん関係販売契約若し

くは個別信用購入あつせん関係役務提供契約が解除されたものとみなされた場合において

は、個別信用購入あつせん関係販売業者又は個別信用購入あつせん関係役務提供事業者は、

当該契約の申込みの撤回又は当該契約の解除に伴う損害賠償又は違約金の支払を請求する

ことができない。 
７ 個別信用購入あつせん業者は、申込みの撤回等があり、かつ、第五項本文の規定によ

り個別信用購入あつせん関係販売契約若しくは個別信用購入あつせん関係役務提供契約の

申込みが撤回され、又は個別信用購入あつせん関係販売契約若しくは個別信用購入あつせ

ん関係役務提供契約が解除されたものとみなされた場合には、既に商品若しくは権利の代

金又は役務の対価の全部又は一部に相当する金額の個別信用購入あつせん関係販売業者又

は個別信用購入あつせん関係役務提供事業者への交付をしたときにおいても、申込者等に

対し、当該個別信用購入あつせん関係販売業者又は当該個別信用購入あつせん関係役務提

供業者に対して交付をした当該商品若しくは権利の代金又は役務の対価の全部又は一部に

相当する金額その他当該個別信用購入あつせんにより得られた利益に相当する金銭の支払

を請求することができない。 
８ 個別信用購入あつせん関係販売業者又は個別信用購入あつせん関係役務提供事業者は、

第五項本文の規定により個別信用購入あつせん関係販売契約若しくは個別信用購入あつせ

ん関係役務提供契約の申込みが撤回され、又は個別信用購入あつせん関係販売契約若しく

は個別信用購入あつせん関係役務提供契約が解除されたものとみなされた場合において、

個別信用購入あつせん業者から既に商品若しくは権利の代金又は役務の対価の全部又は一

部に相当する金額の交付を受けたときは、当該個別信用購入あつせん業者に対し、当該交

付を受けた商品若しくは権利の代金又は役務の対価の全部又は一部に相当する金額を返還

しなければならない。 
９ 個別信用購入あつせん業者は、申込みの撤回等があり、かつ、第五項本文の規定によ

り個別信用購入あつせん関係販売契約若しくは個別信用購入あつせん関係役務提供契約の

申込みが撤回され、又は個別信用購入あつせん関係販売契約若しくは個別信用購入あつせ

ん関係役務提供契約が解除されたものとみなされた場合において、申込者等から当該個別

信用購入あつせん関係受領契約に関連して金銭を受領しているときは、当該申込者等に対

し、速やかに、これを返還しなければならない。 
１０ 第五項本文の規定により個別信用購入あつせん関係販売契約の申込みが撤回され、

又は個別信用購入あつせん関係販売契約が解除されたものとみなされた場合において、そ

の個別信用購入あつせん関係販売契約に係る商品の引渡し又は権利の移転が既にされてい

るときは、その引取り又は返還に要する費用は、個別信用購入あつせん関係販売業者の負

担とする。 
１１ 個別信用購入あつせん関係販売業者又は個別信用購入あつせん関係役務提供事業者

は、第五項本文の規定により第一項第一号若しくは第二号の個別信用購入あつせん関係販

売契約若しくは個別信用購入あつせん関係役務提供契約の申込みが撤回され、又は同項第

四号若しくは第五号の個別信用購入あつせん関係販売契約若しくは個別信用購入あつせん

関係役務提供契約が解除されたものとみなされた場合には、既に当該個別信用購入あつせ

ん関係販売契約に基づき引き渡された商品が使用され若しくは指定権利の行使により施設

が利用され若しくは役務が提供され又は当該個別信用購入あつせん関係役務提供契約に基

づき役務が提供されたときにおいても、同項第一号、第二号、第四号又は第五号に定める



内閣府消費者委員会 
消費者契約法専門調査会・第２３回会議 

8 
 

者に対し、その商品の使用により得られた利益若しくは当該権利の行使により得られた利

益に相当する金銭又は当該個別信用購入あつせん関係役務提供契約に係る役務の対価その

他の金銭の支払を請求することができない。 
１２ 個別信用購入あつせん関係役務提供事業者又は個別信用購入あつせん関係販売業者

は、第五項本文の規定により第一項第三号の個別信用購入あつせん関係役務提供契約若し

くは個別信用購入あつせん関係販売契約であつて指定権利を販売するものの申込みが撤回

され、又は同項第六号の個別信用購入あつせん関係役務提供契約若しくは個別信用購入あ

つせん関係販売契約であつて指定権利を販売するものが解除されたものとみなされた場合

には、既に当該個別信用購入あつせん関係役務提供契約に基づき役務が提供され又は当該

権利の行使により施設が利用され若しくは役務が提供されたときにおいても、同項第三号

又は第六号に定める者に対し、当該個別信用購入あつせん関係役務提供契約に係る役務の

対価その他の金銭又は当該権利の行使により得られた利益に相当する金銭の支払を請求す

ることができない。 
１３ 個別信用購入あつせん関係役務提供事業者は、第五項本文の規定により個別信用購

入あつせん関係役務提供契約の申込みが撤回され、又は個別信用購入あつせん関係役務提

供契約が解除されたものとみなされた場合において、当該個別信用購入あつせん関係役務

提供契約に関連して金銭（個別信用購入あつせん業者から交付されたものを除く。）を受領

しているときは、申込者等に対し、速やかに、これを返還しなければならない。 
１４ 個別信用購入あつせん関係役務提供契約又は個別信用購入あつせんに係る販売の方

法により指定権利を販売する契約における申込者等は、その個別信用購入あつせん関係役

務提供契約又は個別信用購入あつせんに係る販売の方法により指定権利を販売する契約に

つき第五項本文の規定により契約の申込みが撤回され、又は契約が解除されたものとみな

された場合において、当該個別信用購入あつせん関係役務提供契約又は当該個別信用購入

あつせんに係る販売の方法により指定権利を販売する契約に係る役務の提供に伴い申込者

等の土地又は建物その他の工作物の現状が変更されたときは、当該個別信用購入あつせん

関係役務提供事業者又は当該個別信用購入あつせん関係販売業者に対し、その原状回復に

必要な措置を無償で講ずることを請求することができる。 
１５ 第一項から第三項まで、第五項から第七項まで及び第九項から前項までの規定に反

する特約であつて申込者等に不利なものは、無効とする。 
 
３３ 公職選挙法（昭和二十五年四月十五日法律第百号） 
 
（あいさつを目的とする有料広告の制限違反） 
第二百三十五条の六 
 第百五十二条第一項の規定に違反して広告を掲載させ又は放送をさせた者（後援団体に

あつては、その役職員又は構成員として当該違反行為をした者）は、五十万円以下の罰金

に処する。 
２ 第百五十二条第二項の規定に違反して、公職の候補者若しくは公職の候補者となろう

とする者（公職にある者を含む。）又は後援団体の役職員若しくは構成員を◆威迫◆して、

広告を掲載させ又は放送をさせることを求めた者は、一年以下の懲役若しくは禁錮又は三

十万円以下の罰金に処する。 
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３７ 地方自治法（昭和二十二年四月十七日法律第六十七号） 
 
第七十四条の四 
 条例の制定又は改廃の請求者の署名に関し、次の各号に掲げる行為をした者は、四年以

下の懲役若しくは禁錮又は百万円以下の罰金に処する。 
一 署名権者又は署名運動者に対し、暴行若しくは威力を加え、又はこれをかどわかした

とき。 
二 交通若しくは集会の便を妨げ、又は演説を妨害し、その他偽計詐術等不正の方法をも

つて署名の自由を妨害したとき。 
三 署名権者若しくは署名運動者又はその関係のある社寺、学校、会社、組合、市町村等

に対する用水、小作、債権、寄附その他特殊の利害関係を利用して署名権者又は署名運動

者を◆威迫◆したとき。 
 
３８ 最高裁判所裁判官国民審査法（昭和二十二年十一月二十日法律第百三十六号） 
 
第四十六条 
（審査の自由を妨害する罪） 審査に関し次の各号に掲げる行為をした者は、これを四年

以下の懲役若しくは禁錮又は百万円以下の罰金に処する。 
一 審査人又は審査に関し運動をする者に対し暴行若しくは威力を加え又はこれをかどわ

かしたとき。 
二 交通若しくは集会の便を妨げ又は演説を妨害しその他偽計詐術等不正の方法で審査の

自由を妨害したとき。 
三 審査人若しくは審査に関し運動をする者又はその関係のある社寺、学校、会社、組合、

市町村等に対する用水、小作、債権、寄附その他特殊の利害関係を利用して審査人若しく

は審査に関し運動する者を◆威迫◆したとき。 
 
 
４１ 刑法（明治四十年四月二十四日法律第四十五号） 
 
（証人等◆威迫◆） 
第百五条の二 
 自己若しくは他人の刑事事件の捜査若しくは審判に必要な知識を有すると認められる者

又はその親族に対し、当該事件に関して、正当な理由がないのに面会を強請し、又は強談

◆威迫◆の行為をした者は、一年以下の懲役又は二十万円以下の罰金に処する。 
 

以上 
 




